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第 １  組 織 ・ 予 算  

 
１ 事 務 所 の 沿 革  

 
 

年　月　日 旧第一区画整理事務所 旧第二区画整理事務所 旧第三区画整理事務所

昭和23年
12月１日

　第五建設事務所区画整理課
が分離独立して、墨田区江東
橋に東京都第五復興区画整理
事務所が設置される。
　墨田、江東方面の戦災復興
土地区画整理事業を担当す
る。

　第二建設事務所区画整理課
が分離独立して、南馬場に東
京都第二復興区画整理事務所
が設置される。
　品川、大田方面の戦災復興
土地区画整理事業を担当す
る。

　第四建設事務所区画整理課
が分離独立して、大塚に東京
都第四復興区画整理事務所が
設置される。
　豊島、北、板橋方面の戦災復
興土地区画整理事業を担当す
る。

昭和32年
４月15日

　東京都第五区画整理事務所
と改称する。

　東京都第二区画整理事務所
と改称する。

　東京都第四区画整理事務所
と改称する。

昭和39年
８月１日

　東京都組織規程の改正によ
り、東京都東部区画整理事務
所と改称する。

　東京都組織規程の改正によ
り、東京都南部区画整理事務
所と改称する。

　東京都組織規程の改正によ
り、東京都北部区画整理事務
所と改称する。

昭和47年
４月１日

　東京都組織規程の改正によ
り、東京都第一区画整理事務
所と改称する。

　東京都組織規程の改正によ
り、東京都第二区画整理事務
所と改称する。

　東京都組織規程の改正によ
り、東京都第三区画整理事務
所と改称する。

昭和51年
３月11日

　足立区千住東二丁目10番
10号（第六建設事務所との合同
庁舎）に事務所を移転する。

平成５年
９月６日

　江東区亀戸二丁目10番８号か
ら江東区東陽七丁目３番５号に
事務所を移転する。

　臨海部開発事業が第二区画
整理事務所から移管される。

  汐留地区、田端地区及び六
町地区が旧第三区画整理事務
所から移管される。

平成16年
４月１日

平成27年
４月１日

平成28年
４月１日

平成13年
４月１日

　東京都組織規程の改正により、区画整理事務所が三事務所から二事務所となる。

　局の再編・統合により、所管が建設局から都市整備局に変わ
る。
　再編整備により、旧第一区画整理事務所、旧第二区画整理事
務所及び旧再開発事務所の三事務所が、第一市街地整備事務
所及び第二市街地整備事務所の二事務所となる。
　第一市街地整備事務所の所管地区は、旧第一区画整理事務
所の全所管地区、旧第二区画整理事務所所管地区のうち六町
地区、花畑北部地区及び鐘ヶ淵地区、旧再開発事務所所管地
区のうち目黒本町地区となる。

　晴海五丁目西地区第一種市街地再開発事業を担当する。

―1―



２  機  構 
 

  
 
 

 

・人事、給与、文書
・福利厚生
・庁舎等の管理
・庶務一般

・会計事務
・現金、有価証券及び物品の出納保管
・物品、資材の調達及び工事、修繕、その他の契約
・不用品の処分

・審議会委員の選挙手続き並びに審議会及び
　　　　　　　　　　　評価員会議の運営
・事業の執行計画、進行管理及び連絡調整
・土地及び物件の取得、借入及び管理
・広報広聴
・保留地の管理、処分
・清算金の徴収・交付及び供託

・建築物等の移転、除却に伴う損失補償
・仮換地の指定等に伴う損失補償
・地上物件、地下埋設物の移転、その他の損失補償
・生活再建対策

(補償担当)(2)　

・建築物等の移転計画並びに工程管理
・建築物等の移転協議、指導及び勧奨
・移転、除却の直接施行及び行政代執行
・仮設住宅の運用
・移転資金の貸付

(移転担当)

補
　
償
　
課

課長代理

移 転 担 当

課長代理

管 理 担 当

管
　
理
　
課

経 理 担 当

所　長
調査清算担当

補 償 担 当
副所長
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・事業の調査、測量及び事業計画
・建築行為等の制限に係る審査
・国庫補助申請の資料作成

・事業の計画
・国庫補助申請の資料作成

・事業用地の取得
・建築物等の移転等に伴う損失補償

(環四高輪地区用地補償担当)(2)

・土地の権利調査
・基準地積の決定
・土地評価及び換地設計
・仮換地指定
・換地計画及び換地処分

・事業にかかる調査及び測量
・事業計画

・事業にかかる調査及び測量
・事業計画及び権利変換計画

・都市計画道路の整備に係る調査及び測量
・事業の計画
・国庫補助申請の資料作成

(まちづくり推進担当)(2)

・事業用地の取得
・建築物等の移転等に伴う損失補償

(まちづくり用地担当)(7)

晴海地区担当

まちづくり推進担当

課 長 代 理

課 長 代 理

環四高輪地区担当

課長代理

六町換地担当

 

事
　
業
　
課

臨海部事業担当

用 地 専 門 課 長 ・用地取得事務の専門的事項の助言助力

計 画 担 当

中十条地区担当 ・都市計画道路の整備に係る調査及び測量

換地計画専門課長 ・換地計画事務の専門的事項の助言助力
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・上水道、ガス管、電柱等の移設計画
                  連絡調整及び損失補償

・公共施設の維持補修及び協議
・街路、広場等の占有、自費沿道掘削等の願書処理
・公共施設、その他諸工事の計画、調査、測量及び設計

臨海部開発整備関連街路整備事業の
・道路、橋梁等諸工事の計画、調査、設計
・同諸工事に伴う連絡調整、協議
・街路事業区域の周知事務、都市計画相談

・事業に伴う工事の計画、調査測量及び設計
（設計担当） ・事業に伴う連絡調整及び協議

・工事の実施
・工事の設計変更及び清算の照査

・上下水道、ガス管、電柱等の移設計画、協定
に基づく負担金の支払い

選手村跡地 ・街路の占用、施行協議等の承認
整備担当 ・道路等工事の計画、調査及び設計

・工事に伴う関係機関との連絡調整、協議
・工事の実施、設計変更及び清算の照査

・工事の設計変更及び清算
・権利申告の受付及び調査
・換地設計及び土地評価の資料作成
・仮換地の引渡し
・建築物等の移転協議及び勧奨
・損失補償に関する調査及び資料作成
・法第76条第１項の規定による許可申請の受付
・事業用地及び事業に関する土地、建物の監視
・地区内の測量、調査、工事の実施及び監督

・上記地区事務所に同じ
・街路整備事業(放射34号線）の工事の実施、

(豊　洲) 　　　測量、調査及び監督

・上記地区事務所に同じ
・埋立区域に係る放射34号線、環状２号線の

　　　　　　工事の実施、測量、調査及び監督

瑞江駅西部地区

地
　
　
区 臨 海 部 地 区

課長代理

(有明北地区担当)

築地地区担当

工
　
事
　
課

設 計 担 当

課長代理

工 事 担 当

工 務 担 当
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・上水道、ガス管、電柱等の移設計画
                  連絡調整及び損失補償

・公共施設の維持補修及び協議
・街路、広場等の占有、自費沿道掘削等の願書処理
・権利申告の受付及び調査
・換地設計及び土地評価の資料作成
・仮換地の引渡し
・建築物等の移転協議及び勧奨
・法第76条第１項の規定による許可申請の受付

及び建築行為等の制限に係る審査 （従前地以外）
・事業用地及び事業に関する土地、建物の監視

・地区内の道路、下水道等工事の計画
                    調査、測量及び設計

・地中障害物の工事の計画、調査、測量及び設計
・諸工事に伴う連絡調整、協議

・工事の実施
・工事の設計変更及び清算の照査

・家屋等の損害賠償
・土壌汚染に関する調査及び資料作成
・地中障害物の工事の計画、調査、測量及び設計

                     

工 務 担 当

六
 
町
 
地
 
区
 
整
 
備
 
事
 
務
 
所

設 計 担 当

工 事 担 当

渉 外 担 当
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区分
課名 事　務 技　術 事　務 技　術

1 1 3 1 6
4 4
3 2 5

1 1 10 0 3 15
1 5 4 10

課 長 代 理 （ 補 償 担 当 ） 2 2
7 7

課 長 代 理 （ 移 転 担 当 ） 1 1
1 0 7 12 0 20

1 1 4 6
5 5

課 長 代 理 （ 環 四 高 輪 地 区 用 地 補 償 担 当 ） 2 2
1 1
1 1
1 1

1 4 5
1 2 10 13

課長代理（まちづくり推進担当） 2 2
課長代理（まちづくり用地担当） 7 7

1 2 12 28 0 43
1 1 6 8

課長代理（築地地区担当） 1 1
6 6

課 長 代 理 （ 設 計 担 当 ） 2 2
4 4
4 4

0 1 1 23 0 25
2 2
3 3

課長代理（有明北地区担当） 1 1
0 0 0 6 0 6

1 4 5
3 3
4 4

課 長 代 理 （ 渉 外 担 当 ） 1 1
0 1 0 12 0 13
3 5 30 81 3 122合 　 　　 計

地
　
　
区

瑞 江 駅 西 部 地 区
臨 海 部 地 区

小   計

六
町
地
区

整
備
事
務
所

工 務 担 当
設 計 担 当
工 事 担 当

小   計

工
　
事
　
課

工 務 担 当

設 計 担 当

工 事 担 当
選 手 村 跡 地 整 備 担 当

小   計

事
　
業
　
課

計 画 担 当
環 四 高 輪 地 区 担 当

中 十 条 地 区 担 当
臨 海 部 事 業 担 当
晴 海 地 区 担 当
六 町 換 地 担 当
ま ち づ く り 推 進 担 当

小   計

管
　
理
　
課

管 理 担 当
経 理 担 当
調 査 清 算 担 当

小   計

補
　
償
　
課

補 償 担 当

移 転 担 当

小   計

３　職員配置表（定数）
令和６年４月１日現在

担　　　　　当　　　　　　名
管理職 一般職員 会計年度

任用職員 合計
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（単位：百万円）

会　計 地　　区 令和６年度 令和５年度 令和４年度 備　考

管理費 市街地整備事業に
関する検討調査 中十条 67 21

花畑北部 157 86 182

瑞江駅西部 115 216 333

篠崎駅東部 0 1 8

六町四丁目付近 3,601 3,192 5,374

小　計 3,873 3,495 5,897

鐘ヶ淵 970 1,527 1,237

目黒本町 210 299 430

小　計 1,180 1,826 1,667

戸越公園駅周辺 651 1,978 1,682

原町・洗足 750 1,249 1,779

小　計 1,401 3,227 3,461

晴海五丁目
西地区整備 晴海五丁目西 1,288 3,473 3,718

環状第四号線
整備 高　　 輪 15,055 4,166 6,896

関連街路整備 985 1,041 417

23,849 17,249 22,056

豊　　 洲 470 670 393

有　明　北 461 500 464

晴海四・五丁目 168 103 76

埋立、その他 91 223 373

小　計 1,190 1,496 1,306

市場事業費 築地地区 448 656

企画調査費 築地地区 503

25,542 19,193 24,018合 計

科　目

一
　
般
　
会
　
計

都
市
改
造
費

区画整理費

沿道一体整備

地域と連携した
延焼遮断帯形
成事業費

臨海都市基盤
関連街路整備費

計

４　予　　算

整
備
事
業
会
計

臨
海
都
市
基
盤

開　発　費

（執行委任)
中央卸売市場会計

（執行委任)
一般会計

第一市街地整備事務所　所管事業予算

（単位：百万円）
会　計 地　　区 令和６年度 令和５年度 令和４年度 備　考

管理費 市街地整備事業に
関する検討調査 中十条 67 21

花畑北部 157 86 182

瑞江駅西部 115 216 333

篠崎駅東部 0 1 8

六町四丁目付近 3,601 3,192 5,374

小　計 3,873 3,495 5,897

鐘ヶ淵 970 1,527 1,237

目黒本町 210 299 430

小　計 1,180 1,826 1,667

戸越公園駅周辺 651 1,978 1,682

原町・洗足 750 1,249 1,779

小　計 1,401 3,227 3,461

晴海五丁目
西地区整備 晴海五丁目西 1,288 3,473 3,718

環状第四号線
整備 高　　 輪 15,055 4,166 6,896

関連街路整備 985 1,041 417

23,849 17,249 22,056

豊　　 洲 470 670 393

有　明　北 461 500 464

晴海四・五丁目 168 103 76

埋立、その他 91 223 373

小　計 1,190 1,496 1,306

市場事業費 築地地区 448 656

企画調査費 築地地区 503

25,542 19,193 24,018合 計

科　目

一
　
般
　
会
　
計

都
市
改
造
費

区画整理費

沿道一体整備

地域と連携した
延焼遮断帯形

成事業費

臨海都市基盤
関連街路整備費

計

整
備
事
業
会
計

臨
海
都
市
基
盤

開　発　費

（執行委任)
中央卸売市場会計

（執行委任)
一般会計
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